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１．除去土壌の埋立処分について

収集運搬 処分

埋立

①既存の処分場に埋立

②新たに埋立の処分場所を確保

※施行規則あり ※施行規則なし

• 本検討チームでは、福島県外の市町村等（除染実施者）が、適切な方法により
安全に保管している除去土壌を集約して埋立の処分を行うことを選択する場合
に、管理が市町村等によって適切に行われる埋立の処分方法について検討。
（再生利用については別途に検討）

• 今後、実証事業を通じて管理の安全性について確認を行う予定。

保管

※施行規則あり

※「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の影響を受けた廃棄物の処理処分等に関する

安全確保の当面の考え方について」 （平成23年6月3日、原子力安全委員会）

放射性物質汚染対処
特措法

収集運搬 保管

処分

管理を伴う処分
（埋立等）

管理を伴わない
処分

（処分場の廃止）

「当面の考え方」※
管理期間中
（処理、輸送、保管）

管理期間終了後
（処分、再利用）
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① 埋立終了後の周辺環境等への影響を継続
的にモニタリング。

② 地下水への移行に関して、浸透水中の放射
能濃度を確認。

① 除去土壌を実証事業場所に受入れ※。

② 保管容器の表面線量率から除去土壌の放
射能濃度を確認。

③ 除去土壌を保管容器から取り出し、実証事
業場所にて埋立。

④ 埋立終了後、30cmの覆土を施工。

除去土壌を保管場所から実証事業場所に運搬※。

２．実証事業の概要 （１）実証事業の流れと確認項目

受入れ・埋立作業

埋立終了後

確認項目

• 除去土壌の濃度（保管容器の表面線
量率から推計）

• 埋立場所及び敷地境界の空間線量
率、大気中放射能濃度

• 作業者の個人被ばく線量
• 浸透水の放射能濃度
• 気象条件（天候、降水量、風速等）

• 埋立場所及び敷地境界の空間線量率、
大気中放射能濃度

• 作業者の個人被ばく線量
• 浸透水の放射能濃度
• 気象条件（天候、降水量、風速等）

• 実証事業実施場所のバックグラウン
ドの空間線量率の把握

※那須町実証事業は、保管場所において実証事業を実施するため、他の場所からの除去土壌の受入れはない。



２．実証事業の概要 （２）技術的確認項目一覧

実証事業工程
技術的確認項目

埋立処分工程

評価内容

確認項目 確認方法 受入れ
破袋・
取り出し
埋立中 埋立後

除去土壌の
性状判断

・表面線量率測定
※サンプル調査（放射能濃度測
定）も実施

● － － － 受入管理のあり方

作業上の
放射線安全

・個人被ばく線量測定
・大気中放射能濃度測定

● ● ● ●
作業者の安全性、
被ばく管理のあり方

周辺環境の
安全

・空間線量率測定 ● ● ● ●

埋立処分の安全性・大気中放射能濃度測定 ● ● ● ●

・浸透水放射能濃度測定 － － ● ●

除去土壌

受入 取り出し 埋立 敷地境界

※採水設備を設置し、
浸透水を採取でき
る構造とする浸透水

除去土壌

覆土

敷地境界

浸透水
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受入れ～埋立中 埋立後



※東海村では、上記の他に深さ5mの埋立区画を設置し、長期的に埋立処分の状況を把握する予定。なお、当該区
画の中には除去土壌（約1,800m3）に加え、放射性物質汚染対処特措法に基づく除染以外の村事業で発生した土
壌（約250m3、村内4箇所）も併せて埋め立てる。 5

• 除去土壌の埋立処分に伴う作業員や周辺環境への影響等を確認することを目的とし、
東海村及び那須町において、当該自治体が保管している除去土壌を用いて実施。

• 今後、埋立及びモニタリングを実施して、秋～冬頃を目途に中間取りまとめを行う予定。

３．東海村及び那須町の実証事業の概要

茨城県東海村
栃木県那須町

区画① 区画②

実証事業実施場所
日本原子力研究開発機構（JAEA）
原子力科学研究所敷地内

伊王野山村広場内

埋立予定量 350m3 350m3 350m3

除去土壌保管場所 豊岡なぎさの森 真崎古墳群 伊王野山村広場

埋立層厚 1.2m 1.2m 1.2m

覆土厚 0.3m 0.3m 0.3m

集水方法 集水ピット 集水ピット 遮水シート
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４．東海村実証事業（平面図）

• 700m3の埋立区画を2つに区切り、２箇所の保管場所の除去土壌をそれぞれ
350m3ずつ埋立。

• それぞれの区画に浸透水集水ピットと沈下板を設置。

18
.4

m

37.0m

＜区画①＞
（350m3）

＜区画②＞
（350m3）

沈下板
浸透水集水ピット

ダンプ搬入路

15
.4

m

34.0m
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４．東海村実証事業（断面図）

• 埋立区画の深さは1.5m（除去土壌1.2m＋覆土0.3m）。
• 浸透水集水ピット（2m×2m）によって浸透水を集水・採取できる構造とする。

0.3m

1.2m

0.3m

遮水シート

集水砂層

0.5m

沈下板

18.4m

1.5m

覆土

除去土壌

観測井戸

集水ピット

2.0m
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４．東海村実証事業（スケジュール）

2018年 2019年
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

除去土壌輸送、
造成、埋立

モニタリング

• 9月中旬頃 ：除去土壌の埋立開始
• 10月頃 ：埋立完了後モニタリングを開始

（埋立中） （埋立後） （継続）

※2019年4月以降もモニタリングを継続予定。

※

＜東海村 区画①・②＞
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バックネット

［野球場］

側溝

除去土壌
（約350m3）

遮水シート

浸透水集水管

貯水槽
（3m3）

放流

濃度測定器

［旧テニスコート］

吸着槽（1m3）
（ゼオライト）

安全鋼板

５．那須町実証事業（平面図）

• 旧テニスコート内に
現場保管されている
350m3の除去土壌を
埋立。

※詳細な設計（寸法）は今後決定する。

沈下板
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５．那須町実証事業（断面図）

• 埋立区画の深さは1.5m（除去土壌1.2m＋覆土0.3m）。
• 遮水シートによって浸透水を集水・採取できる構造とする。

貯水槽

放流
浸透水集水管

遮水シート

除去土壌
（約350m3）

0.3m

1.2m

集水砂層

覆土

（3m3）

側溝
濃度測定器

吸着槽
（ゼオライト）

（1m3）

沈下板
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５．那須町実証事業（スケジュール）

• 10月下旬頃 ：除去土壌の埋立開始
• 11月頃 ：埋立完了後モニタリングを開始

2018年 2019年
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

造成、埋立

モニタリング
（埋立中） （埋立後） （継続）

※2019年4月以降もモニタリングを継続予定。

※

＜那須町＞
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除去土壌の埋立の処分方法について、放射性物質濃度により取扱いを分ける
ことなく、安全に埋立処分を行うことが可能と考えられるのではないか。

埋立処分を行った場合の作業者、周辺住民等の追加被ばく線量について、被ばく経

路等を設定し、最も保守的に条件を設定して推計を行った結果、最大でも0.43mSv/年

（埋立を行う作業者の外部被ばく線量）であった。

（参考） 実証事業での確認事項等 （１）管理

【第１回検討チーム会合における意見等】

• 福島県外の除去土壌については、放射性物質濃度が比較的低く、外部被ばく線量は
あまり大きなものとならないと考えられる。また、地下水等からの内部被ばくについても、
科学的な知見に基づけば極めて小さいレベルになると考えられる。

• 特殊なケースにおいては、電離放射線障害防止規則の対象（１万Bq/kgを超える除去
土壌）となる場合もあると考えられるため、そのような場合に対応していくことが必要。

【実証事業での確認事項】

○表面線量率測定及びサンプル調査（放射能濃度測定）から除去土壌中の
放射能濃度を把握。

○埋立作業・モニタリングを実施する作業者の個人被ばく線量測定を実施。
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（参考） 年間追加被ばく線量の評価結果

評価結果（年間追加被ばく線量） （※最も保守的なケースにおける評価結果を掲載）

＜主な計算の条件（最も保守的なケース）＞
放射性セシウム濃度を2,500Bq/kg（福島県外における除去土壌の放射性セシウム濃度の95パーセンタイル値）、除去土壌の量を
40万m3（福島県外で保管されている全量に相当する量）、覆土厚さを30cmとし、埋立作業中の作業者については年間1,000時間
従事する、埋立後の公衆の立入については年間200時間立入るなどの条件で計算を実施。

除去土壌

地下水

  

除去土壌

埋立中 積み下ろし・運搬 埋立

保管場所

埋立後

除去土壌

周辺居住・立入 地下水移行（井戸水利用）

作業者

積み下ろし
作業

外部 0.025 mSv
吸入 0.000041 mSv
経口 0.00066 mSv

運搬作業 外部 0.055 mSv

作業者 埋設作業
外部 0.43 mSv
吸入 0.000041 mSv
経口 0.00066 mSv

一般公衆 周辺居住
成人
外部 0.22 mSv
吸入 0.00020 mSv

子ども
外部 0.29 mSv
吸入 0.000053 mSv

一般公衆

周辺居住
成人 外部 0.0061 mSv
子ども 外部 0.0080 mSv

立入
成人 外部 0.0029 mSv
子ども 外部 0.0038 mSv

作業者 農耕作業
外部 0.000096 mSv
吸入 0.0000000091 mSv

一般公衆

飲料水
摂取

成人 経口 0.000093 mSv
子ども 経口 0.000014 mSv

農作物等
摂取※

成人 経口 0.00023 mSv
子ども 経口 0.00012 mSv
（※農作物、畜産物、養殖淡水産物）

※評価結果の詳細は第２回検討チーム会合資料を参照のこと。
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（参考） 実証事業での確認事項等 （２）安全確保の要素

＜開口部の閉鎖＞

埋立終了時の措置として、覆土による開口部の閉鎖を行うこととしてはどうか。
覆土の厚さは30cm以上を基本とすることとしてはどうか。
30cmの覆土を行うことによって放射線を約98％遮へいできるとされている。除染関係ガイドラインに

おいては、除去土壌を保管するに当たり、覆土を行う場合は30cm以上の厚さにすることを推奨して

いる。このため、除去土壌の保管に当たっては多くの市町村等において覆土厚さを30cmに設定し、

管理を行ってきた。また、このことを踏まえ、環境省が平成25年度に実施した除去土壌の埋設に係る

放射性セシウムの挙動の把握に係る事業においても、覆土厚さを30cmとしている。（参考資料３）

上記の状況を踏まえ、 （１）①参考に示した年間追加被ばく線量の評価においても、覆土を30cm行う

と仮定して計算を実施している。

【実証事業での確認事項】
○埋立場所及び敷地境界におけるダストサンプリングを実施。
※作業時間中における連続的なサンプリング。
（埋立作業中：1回/週、埋立作業後：1回/月）

○敷地境界で空間線量率測定を実施（埋立作業中、埋立作業後）。
※空間線量率測定は一日に一回程度実施。

＜飛散、流出の防止＞

風雨等による除去土壌の飛散、流出を防止するための措置を講ずることとして
はどうか。
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【実証事業での確認事項】

○埋立場所及び敷地境界で埋立作業後の空間線量率測定を実施。

○モニタリングを実施する作業者の個人被ばく線量測定を実施。

＜周囲の囲い及び表示＞

除去土壌の埋立場所であること及び処分の実施者がわかる表示により適切な

維持管理を図り、埋立場所の範囲を明らかにするため、囲い、杭その他を設け

ることとしてはどうか。

また、適切に覆土が維持される状況であれば人の立ち入りを制限しなくとも良い

のではないか。

（１）①参考に示した条件の下、覆土を適切に維持し、上部の土地を利用する（年間200時間上部

で活動する）場合、追加被ばく線量は0.0038mSv/年程度（子どもの外部被ばく線量）と推計される。

＜放射線量の測定及び記録＞

除去土壌を適正に管理していることを確認するため、埋立処分場所境界におい

て空間線量率を定期的に測定することとしてはどうか。

【第１回検討チーム会合における意見等】

• 線量測定は重要だが、一度決めた頻度や期間について、見直しができるようにして
おくことが必要。

（参考） 実証事業での確認事項等 （２）安全確保の要素
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＜地下水汚染の防止＞

地下水を汚染することを防止するための措置（遮水シートの敷設等）は要しない
こととしてはどうか。

土壌中の放射性セシウムの大部分は鉱物の層間に固定され、また一部有機物等に吸着して移

動しにくい状態にあることがわかっている。

※仮に100,000Bq/kgの汚染土壌の埋立処分を想定して保守的な計算を実施した結果、10cm下方の間隙水

中の放射性セシウム濃度は、100年間を通じて1Bq/Lを下回った。（参考資料４）

【第１回検討チーム会合における意見等】

• 地下水汚染の防止については、これまでの実測データ（全て不検出）や内部被ばく
は極めて小さい等の知見の積み上げがあるので、これら最新の知見を基にした議
論が適切である。

【実証事業での確認事項】

○浸透水の放射性物質濃度測定を実施。

※一週間に一回程度サンプリング。（天候等の状況によっては散水の実施を検討）

※測定期間については、検出されないことが続いた場合、３ヶ月程度とする。

（参考） 実証事業での確認事項等 （２）安全確保の要素
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＜記録の保存＞

次の事項を記録し、保存すること。

• 埋立処分された除去土壌の量
• 埋立処分を行った年月日
• 引渡し担当者名、引受け担当者名及び搬入車両番号
• 当該埋立処分の場所の維持管理に当たって行った測定、点検、検査その他
の措置

• 埋立位置の図面

（参考） 実証事業での確認事項等 （４）その他

＜生活環境の保全＞

埋め立てに伴い悪臭、騒音又は振動によって生活環境の保全上支障が生じな
い措置を講ずること。

収集・運搬、保管と同様に、下記の措置が必要ではないか。


